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平成 26年度自治基本条例の運用状況検証結果について

自治基本条例第 39条の規定に基づき、本条例の運用状況を検証するため、平成 28

年 2月 12日 と平成 28年 3月 15日 に自治推進委員会を開催し、検証作業を行いまし

たので、その結果を報告します。

1.第 2章 町民の権利①  第 4～ 5条

町民の生活の権利に関する状況、子どもが健やかに成長する権利の状況について検証

しました。

町民の生活に関する権利のうち、特に居住福祉の受け皿たる町営住宅については、

一部の建物の床面積や設備に気になる点はあるものの、必要な整備はされていること

が確認できました。

その他の権利、子どもの権利については具体的な検証は困難であるため、権利を阻

害するような条例制定、行政行為がなかったかを検討し、なしと判断しました。

2.第 2章 町民の権利②  第 6条

個人情報保護の状況について検証しました。

個人情報保護法と同趣の規定であるが、具体的な検証は困難であるため、権利を阻

害するような条例制定、行政行為がなかつたかを検討し、なしと判断しました。ただ、

運用が厳格すぎて、住民生活に支障をきたす場面も見受けられるので、柔軟な対応を

求める意見もありました。

3.第 2章 町民の権利③  第 7条

町民の町政への参加状況について検証しました。

町民の主体性により発現する権利であるので、本条の趣旨を阻害するような条例制

定、行政行為がなかつたかを検討し、なしと判断しました。



4.第 3章 町民の役割と責任 第 8～ 12条

町民の自立と自律の状況について検証しました。

町民の心構えや主体性を鼓舞する規定であり、検証は困難であるので、本章の趣旨を

阻害するような条例制定、行政行為がなかつたかを検討し、なしと判断しました。

5.第 4章 行政の役割と責任  第 17条

事前の予備知識や周知を目的とした町民に分かりやすい説明 (会)等の取組み状況に

ついて検証しました。

説明会等の開催回数は当初より増えているが、昨年とは同程度であつた。参加状況

や質疑応答など開催結果の公表に努める必要がある。また継続してわかりやすい情報

公開と参加しやすい説明会の開催に努める必要がある。

6.第 7章 まちづくりのしくみ①  第31条

事務事業の計画や成果の公表並びに委員会等の会議公開及び会議録の公開状況につ

いて検証しました。

情報公開の範囲は年々広がっているが、会議録を公表していない付属機関があるの

で可能な限り公表してはしい。

7.第 7章 まちづくりのしくみ②  第 33条

町民の意見を求めるために実施した事務・事業とパブリックコメントの実施状況につ

いて検証しました。

①事務 。事業の名称が堅苦しくて分かりにくい。参カロ意欲の湧く名称やサブタイ トル

を考えてほしい。

②行政も実績作りだけで実施するのでなく、意見を出やすくする工夫や努力をしてほ

しい。



③意見に対する結果 (反映) を出さなければ意味がない し、人は集まらない。

以上、検証結果の報告とします。

なお、運用状況検証資料については、別紙をご参照ください。
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『平成 26年度における自治基本条例の運用状況検証資料』

平成26年度に策定した運用状況検証計画 (H26～30)に従い以下の項目を検証する。

1 第2章 町民の権利①  第4～ 5条

町民の生活の権利に関する状況、子どもが健や力ヽこ成長する権利の状況

2 第2章 町民の権利②  第6条

個人情報保護の状況

3 第2章 町民の権利③  第7条

町民の町政への参加状況

4 第3章 町民の役割と責任 第8～ 12条

町民の自立と自律の状況

5 第4章 行政の役割と責任  第17条

事前の予備知言哉や周知を目的とした町民に分かりやすい説明 (会)等の取組み状況

6 第7章 まちづくりのしくみЭ  第31条
事務事業の計画や成果の公表並びに委員会等の会議公開及び会議録の公開状況

7 第7章 まちづくりのしくみ②  第33条
1)町民の意見を求めるために実施した事務・事業

2)パブリックコメントの実施状況

8 情報公開、意見収集 (第 17、 31、 33条)に関して特にお知らせしたい事項



(生活に関する権利)

第4条 おいらせ町民には、生活に関する以下の権利があります。

(1)生涯にわたり心身ともに健康で安全な生活を送る権利

(2)豊かな自然環境のもとで生活を送る権利

(3)経済的に不安なく、人間らしい生活を送る権利

(4)外出を希望する限り、徒歩、自家用車、公共交通などの手段により、自由に移動する権利

(5)子どもから高齢者まで誰もが、生涯にわたり自由に学ぶ権利

【解説】

町の自治は、町民の権利を守り、実現するために進められるものでなくてはなりません。このため、町民

の権利として、もっとも基本的な権利をまず確認する意味で示しています。

(1)「心身ともに健康で安全な」・・・倒康や家庭環境、防災や防犯環境に不安がない状態を指しています。

(2)「豊かな自然環境」・・・自然が保全されていることと、水質や大気などが汚染されていない状態を指して

います。

(3)「経済的に不安なく、人間らしい生活」 個̈人の努力が前提にありますが、それでも解決せ ない困難に

陥つた時には、町は手をさしのべようという意思を表しています。手をさしのべるのは町民、行政、議会を包

括している「町」です。行政に限定していません。

(4)「移動する権利」・・策定委員会での検討、町民アンケートの両方で大切だという意見の多かつた権利で

す。今後増えていくと思われる、自家用車を利用できない町民の移動手段を考えなければなりません。

(5)「学ぶ権利」・・策定委員会での検討、町民アンケートの両方で大切だという意見の多かつた権利です。

(子どもの権利)

第5条 おいらせ町で生活する子どもは、みな健や力ヽ こ成長する権利があります。

【解説】

子どもは、将来の町を担う大切な私たちの「宝」です。近年、子ども達を取り巻く環境の悪化が懸念されてい

るなかで、地域社会がいっしょになつて大切に育もうという意識を示しています。

○町民の生活に関する権利の状況、子どもが健や力ヽ こ成長する権利の状況

第4条 (1)～ (4)と第5条は、日本国憲法第25条のいわゆる生存権に類似する規

定である。判例において生存権は国の努力目標とされており、よつて本条も町の努力目標

ととらえ、どの程度実現されているかを検証する。

まず、この条例が規定する町民の権利がどの程度守られ、実現されているかを町民目

線から検証するため次のことを実施した。
。「まち歩き」の実施

・町営住宅の視察

・町政全般の俯嗽、検討



町民の権利1についての検証は初の試みであり、他市町村にも類例のない作業である。

検証方法を模索する中、条例制定当初のアドバイザー・天野巡―青森公立大学教授に講

演いただき、町民の生活現場の今を知る「まち歩き」の手法を学んだことから、当委員

においても試策的に実施したものである。また、まち歩きの中で特に町民の居住福祉の

受け皿である町営住宅に焦点を当てる提案があり、複数個所の視察を行つたものである。

・まち歩きの概要は次のとおりである。

実施回数 :2回  (本庁舎周辺・奥入瀬川エリア、町営住宅エリア4ヵ 所)

検証① 普段は車で移動することが多く、細部は見落としがちであったが、徒歩

でじつくり見て回り、地元でも歩いたことのない道路、奥入瀬川に設置

されている発電設備、廃れた商店街などに新鮮な驚きがあつた。看板や

道路の不備なども日についた。まち歩きは「まちづくり」という観点か

ら、現状を知り、住民のニーズを掘り起こすために有効な作業であるこ

とが確認できた。ただ、条例の運用状況の検証という目的からすると焦

点を絞る必要があると痛感した。

検調② 町民の生活状況の検証手法について、人間らしい生活が実現できている

かどうかをある程度客観的に調査できる町営住宅の状況を検証すること

とした。

・町営住宅視察検証の概要は以下のとおりである。

戸数 3∞ うち入居数264(入居率88%)

このうち4棟の外観視察、2戸の内部視察を行い、地域整備課の担当者に状況

を取材した。

検証① 現地視察において非常に古い建物が見られ、今日の「人間らしい生活」

の基準に満たない危惧があつたが、担当者に確認したところ、例えば昭

和 40年代に建設された向山団地、三田団地などは順次建て替えを計画

中で多くは政策空家としているとのことで、合点がいつたものである。

検調② 新しい建物については逆に設備が過剰、床面積が広すぎるなど、必要以

上に豪華な造作が気になつた。担当者によると、国の基準に沿つた設計

であり変更できない部分があるとのことだが、少子高齢化で 1人世帯、

2人世帯が増えている現状など地域の実情に合わせて対応できるよう地

方に裁量権を与えるべきことや、過疎化で増えた空家も有効活用すべき

ことを提言しつつ、今後の改善に期待することで了承した。

検証Э 当町の人口25,0∞ 人に対し300戸が適正な戸数なのか、多すぎると民業



を圧迫するのではないかとの疑念もあったが、担当者によると東日本大

震災の家屋被災者の受け皿の目的の住宅もあるため、決して過乗1ではな

いとのことで納得した。また、低所得者や生活保護受給者への住宅供給

の面からも一定数の町営住宅は必要であることが理解できた。

検証④ 家賃は所得による変動制で、低所得者は安く入居できる。逆に高所得者

には高く設定されるため、金銭的なメリットはなくなり民間の賃貸住宅

への転居が促進されることで制度上公平性は保たれてはいる。しかし、

中には庶民では手が出せないような高級車を駐車している入居者もお

り、低所得者かどうか疑わしい場合がある。担当者によると、所有車種

は判定要件ではなく、あくまで税制上の所得をもとにしているとのこと

であつた。住民感情としては釈然としないが、古い中古車であるとか借

り物である可能性もあリー律には判断できないものである。

以上から、特に低所得者層の住宅供給に関しては必要な整備はされており、町民の生

活に関する権利のうち「住」については合格水準に達していると検証できた。

経済面、健康面の権利1については、生活困窮者支援制度、生活保護などの公的扶助制

度の活用をすすめており、高齢者など自家用車を利用できない人の移動する権利につい

ては、町民バスの運行などの行政の努力がなされているものである。町民バスについて

は、低所得者の無料化を図るなど―層の配慮が必要であることを提言する。

子どもの健康については中学卒業まで医療費が無料とするなど好ましい行政施策が実

施されており高く評価できるものである。

町民同士の助け合いとしては町内会の役害1に期待されているところである。

・町政全般の俯轍、検討

検証① 本項におけるその他の権利についても、町政全般において町民の権利を

阻害するような条例制定、行政行為はなかつたものと思われる。

第4条 (5)の町民の学ぶ権利については町民の主体性により発現する権利であること

から、本条の趣旨を阻害するような町政が行われていないかを検証するに留めた。

ただ、旧百石地区には立派な図書館があるものの、旧下田地区、北部地区では小規模な

図書室のみであるので、人口などを勘案し、町民の学ぶ機会や学ぶスペースの確保のため

に必用な拡充が望まれるものである。

検調Э 町政全般において本条の趣旨を阻害するような条例制定、行政行為はな

かつたものと思われる。



(個人情報)

第6条 おいらせ町民には個人情報やプライバシーを尊重される権利があります。

【解説】

「尊重される」というのがこの条文のポイントです。個人情報やプライバシーは行政が守るだけではなく、

町民同士でも尊重しあい、守るべきものであることを謳つています。

0個人情報保護の状況

第6条について、大筋では「個人情報の保護に関する法律」とほぼ同義であるが、法律

が個人を規制対象としていないのに対し、本条は町民同士の個人間においても個人情報を

尊重すべき旨定めている。しかし、個人個人の行動は検証の対象になじまないことから、

今回は本条の趣旨を阻害するような町政が行われていないかの検証に留めた。

検訓Э 町政全般において本条の趣旨を阻害するような条例制定、行政行為は

なかったものと思われる。しかし、例えば、個人情報保護の名日で、

町内会で取りまとめている1日 1円保険の申込書に氏名の印字ができ

ず不便になつたことから加入者が減少するなど、厳格すぎて住民生活

に支障をきたす場合もあるので、柔軟に対応することを要望する。

(参力‖こ関する権利)

第7条 おいらせ町民には、まちづくりの主体として、参力田こ関する以下の権利があります。

(1)行政、議会及び地域の状況を知る権利

(2)政策の形成、実施及び評価に参加する権利

(3)政策の形成、実施及び評価並びにまちづくり活動において、自由に意思を表明し、そのことにより不利

益を受けない権利

【解説】

(1)まちづくりに参加するためには、行政や議会、地域の状況について町民が正確な情報を得ることが前提

となることから、権利として規定しました。

(2)従来の住民参加は政策の「実施」の段階からの参力田こ限定されるものが殆どでしたが、これからは政策

の形成〈白紙)の段階から評価の段階までの参加を保障したものです。

(3)まちづくりへの参加は、自らの意思によるものであり、強要されるものであつてはなりません。また、意

思を表明したこと、あるいはその内容により不利益を受けることがあつてはなりません。

○町民の町政への参加状況

第7条については、町民の主体性により発現する権利であることから、本条の趣旨を阻

害するような町政が行われていないかの検証に留めた。



また、町議会においては随時傍聴の機会を提供しているものである。

なお、第17条 (情報公開と説明責任)、 第 3¬ 条 (情報公開・情報共有)、 第33条 (参

加の保証)の検証とも関連するものであるので、具体的な状況についてはその項目にて検

証する。

検調Э 町政全般において本条の趣旨を阻害するような条例制定、行政行為

はなかつたものと思われる。

4.第 3章 町民の役割と責任 第 8～ 12条

(自 立と自召D

第8条 おいらせ町民は、まちづくりの主体として、自立の精神に則り、自己責任意識と危機管理意識を

持ち、自ら解決できる問題は自ら解決しなければなりません。

2町民は、自律の精神に則り、自らの発言と行動に責任を持たなければなりません。

【解説】

「地域のことは地域が主体となつて考え、行動する」と前文にあるように、自ら解決できる問題は、自らで

解決することは自治の基本となるものです。

「自立」とは、他に頼らず行動する前に備えておかなければならない、高い意識と責任感が伴つた状態

で、「自律」とは、行動に際して自ら必要な配慮を払い、思慮深さを持つて行動できる状態をいいます。

はちづくりへの参加)

第9条 おいらせ町民には、地域活動、公益活動、ボランティア活動などの自主的な活動により、暮らし

やすい地域社会をつくる役割があります。

【解説】

「役割」とは、責務ほど拘束力を持ちませんが、積極的に役割を担うことで地域社会はより暮らしやすくな

ります。健康などさまざまな理由で役割を担うことができないことがあつても、そのことで不利益を被るこ

とはありません。

(町民、行政及び議会との協働)

第 10条 おいらせ町民には、行政と議会について学び、理解することにより、暮らしやすい地域社会を

つくる役割があります。

2町民には、町民同士、行政及び議会と協働でお をつくる役割があります。

【解説】

町民が行政や議会と協働でまちづくりを進めるためには、まず行政と議会について、自ら学び、正確な

理解を持つことから始めることが大切です。

(互いの権利を守る責任)

第 11条 おいらせ町民は、互しヽこ協力して子どもを守り育て、障がい者、お年寄りなど手助けを必要とし

ている人を思いやり、町民の幸福を実現するために努力しなければなりません。

5



【解説】

町民一人ひとりの権利が守られた社会をつくるためには、行政や議会だけでなく、町民一人ひとりが互

いの権利を尊重して生活することが求められます。

(ら、るさとと地球を守る責任)

第 12条 おいらせ町民は、ふるさとの歴史を重んじ、伝統と文化、自然を次代に伝えるために努力しな

ければなりません。

2町民は、水や空気の汚染を防ぎ、エネルギーの浪費を抑え、資源を節約して美しい地球を次代に引

き継ぐために努力しなければなりません。

【解説】

おいらせ町に先人が築いた歴史と文化を大切に守ること、豊かな自然環境を豊かなままで次の時代に

引き継ぐことはもちろんですが、温暖化を防ぐために行動するなど、美しい地球を未来に手渡すことも、

私たちの責任と考えました。小さな町から大きな地球を考える内容の条文は、他に例を見ません。

O町民の自立と自律の状況

本章の規定はすべておいらせ町民の主体性を鼓舞する内容で、検証は困難である。本章の

趣旨を阻害するような町政が行われていないかの検証に留めた。

検調Э 町政全般において本章の趣旨を阻害するような条例制定、行政行為

はなかつたものと思われる。

5.第 4章 行政の役割と責任 第 1フ 条

(情報公開と説明責0
第 17条 行政は、町の行政に関する事柄について、情報の公開と提供に努めるとともに、町民に

わかりやすく説明しなければなりませれ

【解説】

行政運営の透明性を高め、町民の信頼と参加を得るため、町の施策の立案から実施、評価までの行政

に関する情報を積極的に公開、提供して、これを町民と共有しなければなりません。また、行政に関する

情報の内容を、できるだけ多くの町民にわかりやすく説明することができなければなりません。

O事前の予備知識や周知を目的とした町民に分かりやすい説明(会 )等の取り組み状況

事務・事業の名称 取り組み状況
開催回数・参加

者数
担当課

木ノ下児童館老朽化対応

に関する住民説明会 (2

回目)

木ノ下児童館老朽化に関する町の対応

方針(北部児童センターヘ移設・統合)

についての説明会を北公民館で開催

開催回数:1回

参加者数:30人

町民課

経営再開マスタープラン

説明会(座談会)

「地域農業のあり方等のプラン作成」!

ついての説明を町内5地区で開催

開催回数:8回

参加者数:63人

農 林 オ

産課
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6.第 7章 まちづくりのしくみ①  第31条

(情報公開・情報共有)

第 31条 行政は、行政に関する情報を可能な限り公開し、これを町民と共有します。町民に求

められた情報は、個人情報などを除き可能な限り提供しなければなりませれ

2 行政は、町民からの苦情や相談に対処した結果を、町民の不利益にならない方法により行政内

部で共有するとともに、可能な限りこれを公開し、行政運営に生かします。

【解説】

1項…行政に関する情報の公開は、広報紙の定期発行やホームページなどで広報活動が行われていま

すが、これからは審議会、委員会の公開など、公開の範囲を広げて情報共有を進めることが求められま

す。

2項…苦情や相談は町民からの貴重な政策提言ととらえ、行政はそれらへの対処の結果や過程を内部

で共有することにより、行政サービスの改善に役立てます。ただし、内容に個人情報など、共有すること

が町民の不利益になる場合を除きます。

O事務・事業の計画や成果の公表並びに委員会等の会議公開及び会議録の公開状況

※原則公開

事務・事業の名称
公開等方法

(該当するものすべてにO)
公開等期間 担当課

第 3次おいらせ町子どもと

家族応援プラン(町子ども・

子育て支援事業計画)

広報紙・防災無線放送・説明会

・印用1物

その他(      )

H274/16～公開中

(次期計画策定ま

で)

町民課

第 1次総合計画実施計画

(H27～ 29)

広報紙・防災無線放送・説明会

・印昴1物

その他(      )
H274～

企 画 財

政課

平成 26年度補助金等交付

実績一覧表

広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物

その他(      )
H2712～

企 画 財

政課

平成 26年度おいらせ町ふ

るさと応援寄付金実績

1広報制・防災無線放送・説明会

|ホームページ・E口刷物

その他(      )
H275～

企 画 財

政課

組織機構の変更

①H2671施行

②H2741施行

1広報制・防災無線放送・説明会

|ホームページ・F口刷物
その他(      )

①H266～

②H273～

総務課

平成 26年度人事

行政等の概要の

公表

1広報制・防災無線放送・説明会

|ホームペーツ・印刷物
その他(      )

H2612～

総務課
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事務・事業の名称
公開等方法

(該当するものすべてにO)
公開等期間 担当課

議会本会議の会

議録

広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物
その他(      )

通年

※HPは H256～

議 会 事

務局

予算・決算特別委員会の

会議録

広報紙・防災無線放送・説明会

・

[:][il[[Z]

その他(      )

通年

※HPは H256～

議 会 事

務局

議員全員協議会の会議録

広報紙・防災無線放送・説明会

ホームページ・鯰
その他(      )

随時

議 会 事

務局

総務文教・産業民生常任委

員会及び議会運営委員会

の会議録

広報紙・防災無線放送・説明会

ホームページlF口刷物
その他(      )

随時

議 会 事

務局

議会広報
「ぎかいだより懸橋」

広報紙・防災無線放送・説明会

・トロ昴1物
その他(      )

3ヶ月に 1回銘 子

毎戸配布

議 会 事

務局

事務・事業の名称
公開等方法

(該当するものすべてにO)
公開等期間 担当課

議長交際費の公開

広報紙・防災無線放送・説明会

1印刷物
その他(      )

ぎかいだより懸橋

5月 発行分に掲

載、HPは通年

議 会 事

務局

議会定例・臨時会の開催案

内

広報紙・防災無線放週・説明会

|ホームページ■口刷物
その他(      )

随時

議 会 事

務局

公立病院改革プ

ランの

平成25年度実績

広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物

その他(      )
H26/′10～ H27/9

おいらせ

病院

経営再開マスタープラン公

表

広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物・その他

)その他 (

H264～ 年度更新

農 林 水

産課

おいらせ町新型インフルエ

ンザ等対策行動計画

広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物

その他(      )
H261226～

環境保

健課

地域防災計画の修正 広報紙・防災無線放送・説明会

・

[::li[[12]

その他(      )

HP:H264～

関係機関のみ配布

まちづく

り防災課
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地域安全マップ公表 広報紙・防災無線放送・説明会

その他 (

・トロ刷物
)

HP:H263～

毎戸配布:H26/5

まちづく

り防災課

事務・事業の名称
公開等方法

(該当するものすべてにO)
公開等期間 担当課

災害時応援協定等の締結 広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物

その他(      )
HP:H264～

まちづく

り防災課

災害備蓄計画の策定 広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物

その他(      )
HP:H264～

まちづく

り防災課

津波避難計画の策定 広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物

その他(      )
HP:H264～

まちづく

り防災課

自治基本条例運用状況の

平成25年度検証結果

1広報綱・防災無線放送・説明会

|ホームページ・F口刷物
その他(      )

広報掲載H27/5

HP:H273～

まちづく

り防災課

教育委員会の事務の点検及

び評価に関する報静 平

成25年度辮

広報紙・防災無線放送・説明会

|ホームページ・F口刷物
|その側(委員会内閲覧)

H26101

～ H261130

学務課

入札(予定)結果

広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物

その他(      )
通年掲載

企 画 財

政課

フ.第 7章 まちづくりのしくみ② 第 33条

第 33条 行政は、行政と町民との相互理解を深めるため、直接対話による情報共有の機会を設

けます。

2 行政は、町民の生活に関わる政策の策定にあたつて、町民が直接意見を提出することができる

機会を設けま丸

【解説】

1項…住民懇談会、井戸端会議のように、町長や町職員が住民と直接意見交換する機会を設けます。

2項…重要な計画、条例の策定など行政の施策に関して、町民の意見を聞く場合、これまではアンケート

やシンポジウムなどを実施してきましたが、これからは「パブリック・コメント」により、町民が政策決定前

に直接意見を述べる機会を設けることを規定しています。行政は、寄せられた町民の疑間、提案を尊重

するとともに、誠実にこれに回答しなければなりません。
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1)町民の意見を求めるために実施した事務・事業

事務・事業の名称

実施方法

(該当するものすべ

てにO)
実施日

担当課

子ども,子育て支援新制度に係る

各種基準を定める条例(素案)

公聴会・Lヾ
ブコ列・

アンケート
H268/4^´ H271/22

町民課

(仮称)おいらせ町子ども・子育て支

援事業計画(素案)

公聴会・ドブコ冽・
アンケート

H2612/26-H271/22

町民課

「新町建設計画」変更案に対する

意見募集

公聴会・ドブコ列・
アンケート

H2734-43
企画財政

課

町名整理事業に関する新名称案ア

ンケート

公聴会・パブコメ・

|アンケーH
H251216-1227

企画財職

課

十五の春と語る

(中学生と町長の懇談)
歴憂∃・パブコメ・

アンケート

H2674木ノ下中

H2678下田中

H26711百石中

総務課

町長とフレッシュトーク

(高校生と町長の懇談)

1公聴会・パブコメ・

アンケート
H27115百石高校

総務課

いきいきふれあいトーク

(女性団体と町長の懇談)

1公聴鋼・パブコメ・

アンケート
H27120

総務課

域学連携塾現地調査(①町内会長

等との懇談、②アンケート調査)

1公聴到・パブコメ・

|アンケーH

①H2691～ 93

②H2611 8～ 119

総務課

広報紙モニター事業

(①アンケート、②会議)
1公聴鋼・パブコメ・ ①H2781～ 827

H27111～ 1126

②H28119

総務課

第6期介護保険事業計画策定及び

二次予防対象者把握のための日

常生活圏域ニーズ調査

公聴会・パブコメ・
H267/8-3/11

介護福祖

課

第 3次地方分権―括法施行にイわ

介護予防支援基準等の町条例(案 )

公聴会・ドブコ列・
アンケート

H271/13-1/30
介護福祖

課

おいらせ町新型インフルエンザ等

対策行動計画

公聴会・レヾブコ列・
アンケート

H2611/27-12/25
環境保個

課

「(仮称)お いらせ町防災基本条

例」素案

公聴会・ドブコ冽・
アンケート

H26811～ 912
まちづくし

防災課

行政推進員会議 1公聴会・パブコメ・

アンケート

①H26417

②H261217

まちづくら

防災課
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2)パブリックコメントの実施状況

事務・事業の名称
パブコメの手法

(該当するものすべてにO)
パブコメ期間

コメント件数

及び内容
梢
課

子ども・子育て支援新制

度に係る各種基準を定

める条例(素案)

広報紙・防災無線放送・説明会

・M4瑚
)その他(

3/4-3/19 0件

町民

課

(仮称)お いらせ町子ど

も・子育て支援事業計画

(素莉

広報紙・防災無線放送・説明会

・トロ昂1物(4公共戯
)その他 (

12/26-1/22 1件

町民

課

「新町建設計画」変更案

に対する意見募集

1広報綱・防災無線放送・説明会

|ホームペーJ・鯰
その他(      )

H273/4～

4/3
0件

錮
融
課

第 3次地方分権―括法

施行に伴う介護予防支

援基準等の町条例(案 )

広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物

その他(      )

H271/13～

1/30
0件

雑
副
課

おいらせ町新型インフル

エンザ等対策行動計画

広報紙・防災無線放送・説明会

その他( )

H2611/27～

12/25
0件

場

個

環

保

課

「(仮称)おいらせ町防災

基本条例」素案
広報紙・防災無線放送・説明会

・印刷物

その他(      )

H26811～

912
0件

ち

り

災

く

ま

づ

防

課

8.情報公開等 (第 17、 31、 33条)に関して特にお知らせ したい事項

・町民から町政に対する意見、要望などをイ1う場として、本庁舎、分庁舎に町民の声(ポスト)を

設置しているほか、町ホームページにも町民の声(Web上 )を設けている。(総務課)



平成 27年度 第 1回 自治推進委員会 会議要旨

日 時 平成 27年 5月 12日 (火 ) 15:00～ 17 00

場 所 本庁舎 3階 第 2委員会室

出席者 ア ドバイザー :天野巡一青森公立大学教授  委員 :6名   事務局 :3名

次 第 11 開会 (修礼)

2 委員長挨拶

3 事務局自己紹介

4 条件  (1)平 成 27年度の取組み方針について

(2)ま ち歩きについて ア ドバイザー講義

(3)質疑応答

5 その他  自治基本条例運用状況検証計画 (H26～ 30)

6 閉会 (修礼)

内 容 (要約 )

(事務局)

●今年度の取組方針は次のとおり

当委員会では、自治基本条例第 36条の規定により、毎年、前年度の運用状況の検証作業を行つている。

昨年度に立案した検証計画により、今年度は26年度の『町民』分野に関する事項の検証を行う予定。

具体的な検討に入る前に、一昨年度の委員会にア ドバイザーとして参加いただいた青森公立大の天野教

授より、町を歩いて基礎データを収集し、ゾーニングすることが重要とのア ドバイスをいただいており、

その具体的な進め方、条例への活かし方等を直接ご教授いただく機会が得られたので、まずはよく勉強

し、今後の取組への足掛かりとする。

ア ドバイザー講義

まち歩きから基本構想に基づいて自治基本条例につながる。

タウンウォッチングをして、地域に密着しながら、ゾーニングをかけながら、写真を撮 り、この町は、

どうい う町なのかをまずは町民、住民の人たちに知つてもらう。

実際に動くことが大事。まちづくりとい うのは情熱。住民がどれだけ知っているのかということ。し

たがつて、これを住民が、今、町は現況どうなっているのか ?将来どうしたらいいのか ?と い うのを、

ここで、議論 し踏まえたうえで、自治基本条例を作る、あるいは、検証する。本当に自治基本条例の

とお りまちづくりができているか ?と いうこと。

1年 ぐらいじゃ無理。 3年 ぐらいかけてタウンウォッチングしながら、例えば、人口流出区域はどこ

かとか、具体的なデータがないと、まちづくりがわからない。

(武蔵野市の町歩き成果資料では)交通事故がどこでどれだけあるのか ?と か、ごみの収集場所がど

こにあるのか?と か、完全な生活環境資料。

私は、現場主義なので町を案内してもらって、カメラを担いで全国を回つてきたりする。まちづくり

は、みち (道 )づ くりとい うこと。



・町の中に緑、道に街路樹を作ることによって、温暖化が 3° 縮まる、下がると言われている。日陰に

なることによって、放射熱が夜出るのが防げるといわれている。道際に街路樹どうやつて植えるかと

いうのは環境だけではなくて大事。それから、最近の研究成果で、武蔵野市と練馬区、武蔵野市は旧

郡部で練馬区は旧市部である。どちらの土地が高いかとい うと、武蔵野市の方が高い。緑が全然違 う

から。緑行政を 3～ 40年前からやってきた。ちょつと空地があれば、緑を植えた。それにより、地

価が上がった。

・自分の町を知 りましょうよとい うのが、このタウンウォッチング。

・高齢者人口65歳以上の推移をもとに高齢者の住みやすいそれなりのまちづくりをしましょうよ、と

なったら、高齢者で、じゃあ次の住処にしようという人が現れる。年金と退職金を持つた方がくる。

・道路だつて、歩道と車道の段差があつたら、転びます。それなのに、老人を大切にしていると言われ

たつて誰も信用 しない。 どうしたらいいのか ?

・川崎駅前とかは、歩道 と車道の段差をとつた。カラー舗装で色分け。大雨がきたら排水をどうするの

かなど問題点を含めながら、全体で考える。

・タウンウォッチングを通 して、いろいろな面で共通課題 として、データを作ることによつて、感情で

議論するのではなく、具体的な資料でまちづくり議論をしましょう。

・公衆電話の位置とか病院、防災施設、郵便局金融機関、防災施設 (避難場所)が どこにあるのかを含

めた住民便利帳を作る。

・タウンウォッチングで何を中心に見て、どうい う資料作 りをするのか。その資料に対 して基本条例が

どうなってるのか ?

・緑化するには、公共で一番面積があるのは道路。だから、街路樹は必要。道路がなくても、鉢植え置

いてみどりを増やす。

・田園調布 とかは、生け垣以外は禁止で、行政ではなく住民が決めて、行政と協定を結んだ。そうする

ことで、町も季節が垣間見ることができまちづくりにつながつている。

・武蔵野市は、音、本当に貧乏な市で、「屎尿は市外で、たばこは市内でJと いう言葉もあつた。たば

こは税金が入るから市内で買つて逆に屎尿は諸経費にかかるから市外でやつてこいとい うくらい貧

乏だった町が、今はもう日本で 1、 2位のお金持ちが入つてきて、財政力指数はいつでも全国ベス ト

テンに入る。

・固定資産税も高い。何にかかってるかというと環境にかかつている。これがまちづくりです。ここで、

もし実験的にやれたら、少 しは面白いまちづくりができるのかと提案させていただく。(講義終わり)

(委員会)

。このまち歩きを実施することとする。

・自治基本条例の何に該当しているのか ?と フィー ドバックをかけながら行 う。

・まちづくりと町内会の位置づけについて、ア ドバイザーの地元の武蔵野市には町内会がなく、意

義が理解できない。広報配布は役所がやるべきという意見であつた。



・まち歩きをしてタウンウォッチングし、音ながらの文化を守る街と、利便性の街と、利便性はな

いけども畑など風景を大事にする街と、町の中で分類、すなわちゾーニングをしていかなければな

らない。

・都市計画法に基づく用途地域で商業地域などはある程度県で決めているが、町が本来どうあるベ

きか知るために、まずは地域を知 り、ゾーニングをどうするか考える。

・ゾーニングから町がどうあるべきか基本構想を練 り、政策立案に繋げる。自治基本条例の精神に

も通じるものである。

・現状を見ると、市街化調整区域とか埋蔵文化財包蔵地などは、経験ある方でないとできない。

・ゾーニングにおいて、例えばイオンがあの場所に来た経緯が重要。行政が関わらないで、民間だ

けの都合で来たなら、まちづくりとしては、全然違つてくるが、行政の働きかけで来たものである。

・次回はゾーニングについて考える。



平成 27年度 第 2回 自治推進委員会 会議要旨

日 時 平成 27年 6月 12日 (金 ) 13:00～ 15 15

場 所 本庁舎 2階  201会 議室

出席者 委員 5名  事務局 1名

次 第 11 開会 (修礼)

2 委員長挨拶

3 案件  (1)事 前打合せ  「まち歩きについて ア ドバイザー講義Jについて

(ア ドバイザー :天野巡一青森公立大学教授)

4 その他

5 閉会 (修礼)

内 容 (要約 )

(事務局)

当初、委員会として講義を受ける予定だったが、まち歩きのプロともいえるア ドバイザーのお話が

聞けるよい機会なので、多方面に声掛けし、町職員のほか、町会議員、まちづくり団体などから予

想以上の人数が集まった。 (40名程度)委員会の時間を短くして、その分で講義時間を確保 した。

(委員会)

前回「まち歩き」について天野ア ドバイザーから講義いただいた。委員会としては「まち歩き」を

実施する方向で検討中だが、今 日は具体的な手法等について天野教授の講義があるので拝聴する。

アドバイザー講義 (要約)

演題   「まち歩き」から始める「まちづくり」

・パワーポイン トで資料映写。資料は「まちの風景 道路と環境 まちづくりはみち (道)づ くり」

・まちには「城下町」「
F日前町」「政治町」などの成 り立ちがある。

。まちを繋ぐ道は交通だけでなく、まちの環境、景観など一体的にとらえ、人と人、都市と都市を

むすぶ架け橋、快適な公共空間と考える。

・公共空間としての道路は人間が生活するうえで最も基本的な空間ととらえるべきである。景観、

歴史、文化を共有する空間。

・道路は、日照、採光、通風など敷地、建築物の環境条件を整える機能がある。都市を線で結び、

まちを区切 り、まちをゾーニングする公共空間。これらからまちづくりはみちづくりと言える。

・環境機能として、街路樹によって夏の都市における気温が 3度下がるとの研究成果もある。

・防災機能として、まちを区切 り分断することで地震などによる大火の延焼を食い止める

・より地域の生活者の視点に立った道路づくりのために、道路に対する多様な考察、理解が必要で

あると考える。

・道路を建設するだけの時代は終わつた。公害、環境、ゾーニングに配慮 したみちづくり、まちづ

くり、文化としての道路づくりが今後、重要な課題になってきた。 (終わり)



平成 27年度 第 3回 自治推進委員会 会議要旨

日 時 平成 27年 10月 27日 (火) 14:00～ 16100

場 所 本庁舎 2階  201会 議室

出席者 委員 6名  事務局 1名

次 第 11 開会 (修礼)

2 委員長挨拶

3 案件  (1)事 前打合せ  自治基本条例とまち歩きについて

(2)ま ち歩き試行実施

(3)意見交換、その他

4 閉会 (修礼)

内 容 (要約 )

・この委員会では、自治基本条例第 36条の規定により、毎年、前年度の運用状況の検証作業を行

つている。昨年度に立案した検証計画により、今年度は『町民』分野に関する事項の検証を行 う予

定。具体的には第 4～ 12条に当たる。その検証方法を検討するための一助として天野先生による

「まち歩き講座」も実施 した。町民分野の検証はこれまで実施 した実績もなく、他自治体の情報も

ない未知の分野。

・本 日は実際にまち歩きをやってみる。メンバー6人のこの委員会では町内全域は無理なので、試

行的にできる範囲で実施する。

(本庁舎から下田駅、三田方面にまち歩き実施)

・様々な発見があつた。町営住宅三田団地の雑草がひどい。ごみも放置。老朽化も進行しており、

文化的な生活ができるか不安。

・町営住宅は三田、間木や百石高校近くのくるみ団地等がある。地域整備課で管理。

・町民分野の検証について、町営住宅から考えてみるのはどうか ?次回は町営住宅中心のまち歩き

をしてみるのはどうか ?住宅の中も見せてもらいたい。

・町営住宅を見ることで町民分野のうち特に住環境の整備が条例の理念に合致しているか検証する

という方向性で検討する。

・次回までに家賃や入居条件、空き状況など基礎的な情報を担当課に確認する。



平成 27年度 第 4回 自治推進委員会 会議要旨

日 時 平成 27年 11月 25日 (水 ) 14:00-16 00

場  所 本庁舎 2階  202会 議室

出席者 委員 6名  事務局 1名

次 第 1 開会 (修礼)

2 委員長挨拶

3 案件  (1)事 前打合せ 自治基本条例とまち歩き (町営住宅視察)について

(2)ま ち歩き (町営住宅視察)実施

(3)意見交換

4 その他

5 閉会 (修礼)

内 容 (要約)

。まち歩き (町営住宅視察)を試行的に実施。場所は中下田団地、奥入瀬西団地、くるみ団地。

・町営住宅を視察し、一部ではあるが、町民の権利が守られ、義務が果たされているかの検証を試

みる。

(公用車で移動。中下田団地、奥入瀬西団地、くるみ団地方面にまち歩き実施)

。中下田団地はデザインは面白いが、間取 りは使いにくそうだった。核家族で少子化の現代では広

すぎるのでは ?高齢夫婦だと持て余す。北向きの階段は冬場凍つて大変であろう。入室できて初め

て内部がわかった。階段が狭い。収納が少ない。古いから仕方ない。

・奥入瀬西団地はきれいで住みやすそうだが、トイレの個室内に手洗い蛇日があり、個室を出たと

ころにも洗面台があるのは無駄 と感 じた。

・セルシオや GT‐ Rな ど高級車が停まっていた。低所得者用住宅なのに違和感があるが、高級車

に乗っていても入居についての判断の対象にはならない、あくまで税法上の所得の判断。高級車で

も古い中古かもしれないし、借 り物かもしれない。

・くるみ団地はかなり古いし、冬は寒そうである。外観のみの視察だったが、内部も老朽化が進行

していると思われる。建物の前にすぐ水路があり、子どもには危ないと感 じた。

・データを示す。現在町営住宅は 300戸、うち 264戸が入居済み、入居率は 88%、 空室は昭和 40

年代建築の向山団地、三田団地で建て替えのために政策空家としている。また、東 日本大震災の家

屋被災者のための住宅もあり、過剰供給ではない。家賃は入居者の所得によって異なり、低所得者

だと月額 1万円未満もあり得る。所得が上がると家賃のメリットがなくなるので民間アパー トヘの

転居が促される。

・町の人口25000人 に対して 300戸は多いか少ないか判断がつかないが、震災後という特殊事情

もある。

・個人情報もあり具体的な入居者数等はお知らせできないが生活保護の入居もある。そのような境

遇の方の受け皿となつている面もある。

・第 4条の町民の生活に関する権利全般の検証は無理としても「住」については合格としてよい。

・今回まち歩きをもとに検証の叩き台資料を作る。



平成 27年度第 5回 自治推進委員会 会議要旨

日 時 平成 28年 2月 12日 (金 ) 14100-16 00

場  所 本庁舎 3階 第 2委員会室

出席者 委員 6名  事務局 1名

次第   11 開会 (修ネし)

2 委員長挨拶

3 案件  (1)条 例運用状況の検証資料について

〈2)意見交換

(3)事務連絡

4 その他

5 閉会 (修礼)

内 容 (要約 )

・老夫婦二人だけとか一人暮らしが多いから、もう少し小さい住宅でもいい。

・国の基準もあるが、地元に裁量権を与えて、細かいことに気配 りをできる町営住宅を提供すると

いうのは、人間らしい生活ができるというものにもつながる。

・4～5条について、たたき台資料で、セルシオなど具体的に車種は載せない方がいい。「中には、

高級車と思われる」と表記する。

・政策空家の建て替え時期は不透明。

・直接検証のできない項目は、町民の権利を阻害する行政行為はなかつたものと思われる。という

表現にすべき。

・説明会等実施照会結果から、第 17条について、木ノ下児童館の老朽化対応は、住民説明会を2

回、経営再開マスタープラン説明会について、8回 もやつて63人の参加。年々少なくなっている。

・パブリックコメン ト等実施照会結果から、7章について、子育て関連条例のコメン トの件数が0

件だった。町民の意識をひきつける方法を考えるべき。



平成 27年度第 6回 自治推進委員会 会議要旨

日  日寺 平成 28年 3月 15日 (金 ) 15:00～ 17 00

場 所 本庁舎 3階 第 1委員会室

出席者 委員 6名  事務局 1名

次第   11 開会 (修礼)

2 委員長挨拶

3 案件  (1)最 終報告案の検討

(2)ま とめ

4 その他

5 閉会 (修礼)

内 容 (要約 )

。本 日で報告書を仕上げる。

・町営住宅に関する記述は地域整備課にも確認 し、認識違いのところ等の言い回しを若千修正した。

・第 2章の町民の権利の部分は案のとおりでいい。当初、検証方法を模索する中で、講師から、まち歩

きして町を知 り、町のあるべき姿を条例に定めることを教わった。ここでは、まち歩きから町の現状を

見て、条例のとお りになっているかを検証するとい う手法で整合がとれていると考える。すべての項目

を検証するのは不可能なので、町営住宅の 「住」分野に絞つたことも理解できるものである。

。「ふるさとと地球を守る責任」など直接検証が難 しいものについては、その趣旨を阻害するような町

政が行われていなかったことの検証に留めるということでよい。

・第 4章の説明責任について、前回同様の内容でよい。

・第 7章の情報公開について、前回同様の内容でよい。


